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	○　本年の給与勧告のポイント
　 月例給、ボーナスともに引上げ 
　①　民間給与との較差（0.36％）を埋めるため、俸給表の水準を引き上げるとともに、給与制度の総合的見直しにおける地域手当の支給割合を引上げ

　②　ボーナスを引上げ（0.1月分）、民間の支給状況等を踏まえ勤勉手当に配分

　 給与制度の総合的見直し 
　平成28年度において実施する措置

　①　地域手当の支給割合の引上げ

　②　単身赴任手当の支給額の引上げ

	



Ｉ　給与勧告制度の基本的考え方
　・　国家公務員給与は、社会一般の情勢に適応するように国会が随時変更することができる。その変更に関し必要な勧告・報告を行うことは、国家公務員法に定められた人事院の責務
　・　勧告は、労働基本権制約の代償措置として、国家公務員に対し適正な給与を確保する機能を有するものであり、能率的な行政運営を維持する上での基盤
　・　公務には市場の抑制力という給与決定上の制約がないことから、給与水準は、経済・雇用情勢等を反映して労使交渉等によって決定される民間の給与水準に準拠して定めることが最も合理的

Ⅱ　民間給与との較差に基づく給与改定
１　民間給与との比較
	

	約12,300民間事業所の約50万人の個人別給与を実地調査（完了率87.7％）

	



＜月例給＞　公務と民間の４月分給与を調査し、主な給与決定要素である役職段階、勤務地域、学歴、年齢の同じ者同士を比較
　　○　民間給与との較差　1,469円　0.36％〔行政職(一)…現行給与 408,996円　平均年齢43.5歳〕
　　　　〔俸給　280円　地域手当　1,156円　はね返り分(注)　33円〕
　　　　　(注)俸給等の改定に伴い諸手当の額が増減する分

＜ボーナス＞　昨年８月から本年７月までの直近１年間の民間の支給実績（支給割合）と公務の年間の支給月数を比較
　　○　民間の支給割合　4.21月（公務の支給月数　4.10月）

２　給与改定の内容と考え方
　＜月例給＞
　(1) 俸給表
　　①　行政職俸給表（一）
　　　　初任給は、民間との間に差があることを踏まえ１級の初任給を2,500円引上げ。若年層についても同程度の改定。その他は、給与制度の総合的見直し等により高齢層における官民の給与差が縮小することとなることを踏まえ、それぞれ1,100円の引上げを基本に改定（平均改定率0.4％）
　　②　その他の俸給表　行政職(一)との均衡を基本に改定。指定職俸給表は行政職(一)の引上げを踏まえ、各号俸について1,000円引上げ
(２)　初任給調整手当
　　　医療職俸給表(一)の改定状況を勘案し、医師の処遇を確保する観点から、所要の改定

(３)　地域手当
　　　給与制度の総合的見直しを円滑に進める観点から、支給割合について給与制度の総合的見直しによる見直し後の支給割合と見直し前の支給割合との差に応じ、0.5～２％引上げ

＜ボーナス＞
　民間の支給割合に見合うよう引上げ　4.10月分→4.20月分
　民間の支給状況等を踏まえ、勤務実績に応じた給与を推進するため、引上げ分を勤勉手当に配分
　（一般の職員の場合の支給月数）
	
	６月期
	12月期

	27年度　期末手当
　　　　勤勉手当
	1.225月（支給済み）
0.75 月（支給済み）
	1.375月（改定なし）
0.85 月（現行0.75月）

	28年度　期末手当
以降　　勤勉手当
	1.225月　　　　　　
0.80 月　　　　　　
	1.375月
0.80 月



[実施時期]
　・月例給：平成27年４月１日
　・ボーナス：法律の公布日

３　その他の課題
 (1) 配偶者に係る扶養手当
　　 本年の調査の結果、民間では、配偶者に対して家族手当を支給し、配偶者の収入による制限を設ける事業所が一般的。今後とも、民間企業における家族手当の見直しの動向や、税制及び社会保障制度に係る見直しの動向等を注視しつつ、扶養手当の支給要件等について、必要な検討

 (2) 再任用職員の給与
　　 民間企業の再雇用者の給与の動向や各府省における再任用制度の運用状況等を踏まえ、引き続き、その在り方について必要な検討

Ⅲ　給与制度の総合的見直し
１　給与制度の総合的見直しの概要
　　国家公務員給与における諸課題に対応するため、昨年の勧告時において、俸給表や諸手当の在り方を含めた給与制度の総合的見直しを実施することとし、具体的な措置の内容及び実施スケジュール等の全体像を示し、給与法の改正により、本年４月から本格的に実施。今後、諸手当の見直し等について、人事院規則の改正により段階的に実施し、平成30年４月１日に完成

２　平成28年度において実施する事項
　(1) 地域手当の支給割合の改定
　　　平成28年４月１日から給与法に定める支給割合に引上げ
　(2) 単身赴任手当の支給額の改定
　　　基礎額を平成28年４月１日から4,000円引き上げ、30,000円に改定
　　　加算額の限度について、基礎額の引上げを考慮して、平成28年４月１日から12,000円引き上げ、70,000円に改定

　＊　広域異動手当は、給与法の改正により、平成28年４月１日以後に異動した職員に係る支給割合が、異動前後の官署間の距離が300km以上の場合は10％に、60km以上300km未満の場合は５％に引上げ
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